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道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は弱めの動

きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、基調と

して緩やかに持ち直している。住宅投資は、減少している。設備投資は、緩やかに持ち直し

ている。公共投資は、堅調に推移している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、外国人

入国者数の増勢が鈍化している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、３６か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～６か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を３．６ポイン

ト下回る３９．６に低下した。横ばいを示す５０を

１０か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．０ポイント上回る４７．３となった。横ばい

を示す５０は９か月連続で下回った。

１１月の鉱工業生産指数は９２．１（季節調整済

指数、前月比＋２．３％）と６か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲８．０％と２か

月連続で低下した。

業種別では、食料品工業等６業種が前月比

上昇となった。一般機械工業等８業種が前月

比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲２．２％）は、２か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲６．５％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同

▲１．０％）は、衣料品、飲食料品、その他が

前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．７％）

は、１３か月連続で前年を上回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１１，３８３台

（前年比▲１１．２％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２０．７％）、

小型車（同▲７．６％）、軽乗用車（同▲３．５％）

となった。

４～１１月累計では、１１６，５６０台（前年比

▲１．６％）となった。内訳は普通車（同

＋０．８％）、小型車（同▲５．１％）、軽乗用車

（同▲０．２％）となった。

１１月の札幌ドームへの来場者数は、２６１千

人（前年比＋２．１％）と２か月ぶりに前年を

上回った。内訳は、プロ野球の開催はなく、

サッカー４０千人（同＋６５．１％）、その他が２２２

千人（同▲４．４％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～８か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１１月の住宅着工数は２，５７３戸（前年比

▲１９．１％）と５か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋５．７％）、貸家

（同▲４１．４％）、給与（同＋１，２００．０％）、分譲

（同＋３４．８％）となった。

４～１１月累計では２４，７２５戸（前年比

▲１０．８％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋３．８％）、貸家（同▲２４．５％）、

給与（同▲９．６％）、分譲（同＋１８．１％）と

なった。

１１月の民間非居住用建築物着工面積は、

１２１，２３９㎡（前年比▲１７．３％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋８６３．０％）、非製造業（同▲４０．４％）であっ

た。

４～１１月累計では、１，４１７，００３㎡（前年比

＋１．０％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋２３．８％）、非製造業（同

▲１．４％）となった。

１２月の公共工事請負金額は１３８億円（前年

比▲１０．８％）と８か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同▲３８．９％）、道（同

▲１６．３％）、市町村（同▲２０．９％）、地方公社

（同全減）が前年を下回った。独立行政法人

（同＋１８０．４％）、その他（同＋７０７．１％）が前

年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～３か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が４か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０８８千人（前年比＋３．３％）と３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋３．７％）、JR（同＋０．８％）、フェ

リー（同▲０．２％）となった。

４～１１月累計では、９，８８１千人（同

＋５．７％）と前年を上回っている。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１０９，２５３人（前年比▲４．９％）と２か月連

続で前年を下回った。空港・港湾別では、新

千歳空港が９９，４６６人（前年比▲７．４％）、旭川

空港が８５５人（同＋１１０．１％）、函館空港が

６，８２４人（同▲２．７％）となった。

４～１１月累計では、１，１０３，６８０人（同

▲０．３％）と前年を下回っている。

１１月の貿易額は、輸出が前年比▲３０．８％の

２５８億円、輸入が同▲２１．１％の１，０８２億円だっ

た。

輸出は、有機化合物、鉱物性タール・粗製

薬品、石油製品などが減少した。

輸入は、石油製品、魚介類・同調製品、石

炭などが減少した。

輸出は、４～１１月累計では２，０４２億円（前

年比▲２５．１％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～３６か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２８倍（前年比＋０．０５ポイント）と１１８

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲７．０％と２か月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同▲１７．８％）、医療・福祉（同

▲４．２％）などが前年を下回った。運輸業・

郵便業（同＋３２．８％）が前年を上回った。

１２月の企業倒産は、件数が１７件（前年比

▲５．６％）、負債総額が４２億円（同＋１７７．０％）

だった。件数は４か月連続で前年を下回っ

た。

業種別ではサービス・他が５件、卸売業が

４件などとなった。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．６（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は＋０．７％と、３６か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１１月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（１１月１０日）時点で前月比、灯

油は値下がりし、ガソリン価格は値上がりし

た。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１９年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△１１）は８ポ

イント低下、利益DI（△１１）は３ポイ

ント低下し、業況は低下に転じてる。卸

売業、小売業、ホテル・旅館業の業況が

後退した一方、食料品製造業、建設業の

業況の持ち直しがみられた。

２．２０２０年１～３月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△１４）は３ポ

イントの低下、利益DI（△８）は７ポ

イントの低下と、業況の低下が続く見通

しで、先行に慎重さが見られる。製造

業、非製造業ともに売上DI、利益DIが

低下の見通し。

項 目
２０１７年
１～３ ４～６ ７～９１０～１２

２０１８年
１～３ ４～６ ７～９１０～１２

２０１９年
１～３ ４～６ ７～９１０～１２

２０２０年
１～３
見通し

売上DI △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △１４
利益DI △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △１８

定例調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１９年１０～１２月期実績）

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業況は低下に転じてる。
売上ＤＩ △６ △３ △３ △１１ △６ △１４
利益ＤＩ △１１ △８ △８ △１１ △９ △１８

製造業 食料品製造業以外の業況は前期よ
り低下。

売上ＤＩ △１４ △５ △４ △１０ △７ △１１
利益ＤＩ △１４ △９ △２ △９ △８ △１４

食料品 製菓業、水産加工の業況は堅調。
畜産は弱い動き。

売上ＤＩ １３ ５ △１２ △３ ５ ０
利益ＤＩ １４ △５ △５ ３ ２ △５

木材・木製品 製材業、木製品とも横ばい圏。
売上ＤＩ △３０ △２８ △１０ △１１ △１５ △２１
利益ＤＩ △２５ △２２ △１０ △１６ △１５ △１１

鉄鋼・金属製品・
機械

業況はプラス水準維持も鉄鋼が後
退。金属、機械は一服感。

売上ＤＩ △１０ １４ ２０ ３ △６ △８
利益ＤＩ △１３ ６ ２０ ０ △９ △１１

非製造業 ホテル・旅館業、卸売業、小売業
の業況後退。

売上ＤＩ △３ △３ △３ △１１ △６ △１６
利益ＤＩ △９ △７ △１０ △１３ △１０ △１９

建設業 公共工事は横ばい圏。民間工事が
持ち直し。

売上ＤＩ △１５ △５ △７ １ △２ △１２
利益ＤＩ △２３ △１２ △１３ △６ △１０ △１９

卸売業 機械卸は業況改善。資材卸に弱い
動き。

売上ＤＩ △５ △２ ８ △８ △９ △２３
利益ＤＩ △１４ △７ △３ △１７ △１２ △２５

小売業 全ての業態で売上DIが低下。
売上ＤＩ ０ △９ △１０ △２７ △１８ △２３
利益ＤＩ △２ ２ △１８ △２３ △２２ △２３

運輸業 旅客は持ち直し。貨物に弱い動
き。

売上ＤＩ １２ △７ ７ △９ １７ △９
利益ＤＩ △８ △１８ ３ ５ １７ △１８

ホテル・旅館業 業況は大幅に悪化。
売上ＤＩ ８ １７ △１４ △６９ △２９ △１３
利益ＤＩ ８ △８ △１４ △６３ △２９ △１３

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △６ △１４
利益ＤＩ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △９ △１８

札 幌 市
売上ＤＩ ４ ６ △１ △４ △２ １ △６ ０ ７ △６ △６ △１３
利益ＤＩ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ △１０ △６ △１７

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ １０ ３ ６ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ ０ △１９
利益ＤＩ △８ △３ △３ ４ ８ △１３ △９ △１４ △３ △５ △５ △１７

道 南
売上ＤＩ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ １０ １６ △１９ △１２ △１９ △１２
利益ＤＩ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１７ △２２

道 北
売上ＤＩ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ △９ △６ △１２ △６ △３ △９
利益ＤＩ ４ ２ △６ △２ △２ １３ △４ △６ △８ △１１ △１２ △１７

道 東
売上ＤＩ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △１０ △１６
利益ＤＩ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △１６ △１８
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-40

食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 

 

△ 3 △ 3 0

△ 7 △ 7 △ 1

△ 5 △ 3 5

△20 △ 6 △ 5

△ 3 △ 9 △ 3

△ 5 △16 △ 5

△ 1 △ 1 1

△ 4 4 4

△ 2 △ 9 2

△ 2 △ 4 △ 4

12 7 13

△ 8 △ 8 △14

0 0 △ 4

19/1～3
資金繰りDI

19/4～6
資金繰りDI

19/7～9
資金繰りDI 資金繰りDI 資金繰りDI

6 5 9

6 3 7

3 5 2

5 11 10

10 0 9

11 △ 5 11

6 6 10

4 10 7

9 3 12

5 5 6

12 7 17

△ 9 △ 9 15

7 5 11

19/1～3
難易感DI

19/4～6
難易感DI

19/7～9
難易感DI 難易感DI 難易感DI

1

1

8

0

3

△15

2

7

4

△ 5

9

△25

0

△ 4

△ 5

△ 3

△11

0

△15

△ 3

△ 3

2

△10

0

△13

0

10

4

3

5

8

0

12

15

15

5

9

0

16

7

4

5

5

6

△ 5

8

8

10

5

5

0

14

8 不変 85 7

10 81 9

13 82 5

16 68 16

6 91 3

5 75 20

7 88 5

9 89 2

10 84 6

5 85 10

9 91

75 25

5 90 5

4 不変 88 8

4 87 9

5 87 8

5 79 16

3 94 3

5 75 20

3 91 6

2 93 5

8 86 6

2 86 12

5 90 5

87 13

2 96 2

12 不変 86 2

9 86 5

14 75 11

10 85 5

8 92

5 90 5

13 86 1

16 83 1

15 85

7 91 2

9 91

7 86 7

16 84

9 不変 89 2

8 88 4

11 83 6

10 85 5

6 94

5 85 10

10 88 2

8 92

14 82 4

7 91 2

5 95

7 86 7

14 86

2019/10～12実績（n=376） 2020/1～3見通し（n=375）

2019/10～12実績（n=373） 2020/1～3見通し（n=371）

好転 悪化 好転 悪化

容易 困難 容易 困難

定例調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

ｏ．２８３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2020.01.10 13.22.27  Page 10 



＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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37 38 35

50 57 67

42 42 36

53 45 55

19/1～3
実施企業

19/4～6
実施企業

19/7～9
実施企業

7

8

17

11

△ 6

15

7

△ 3

25

5

8

0

6

3

6

11

17

△ 6

10

1

△ 4

13

△ 7

0

0

6

13 適正 81 6

17 74 9

25 67 8

28 55 17

3 88 9

20 75 5

11 85 4

4 89 7

25 75

10 85 5

8 92

100

12 82 6

8 適正 87 5

10 86 4

11 89

28 61 11

94 6

10 90

7 87 6

4 88 8

15 83 2

2 89 9

8 84 8

100

12 82 6

実施 42 実施せず 58

35 65

36 64

17 83

35 65

48 52

44 56

34 66

43 57

34 66

70 30

63 38

58 42

実施 31 3
実施せず
9 未定 30

26 43 31

14 50 36

39 28 33

33 39 28

24 52 24

33 37 30

24 39 38

29 50 21

30 42 28

62 19 19

31 19 50

47 30 23

2019/10～12実績（n=344） 2020/1～3見通し（n=339）

2019/10～12実績（n=375） 2020/1～3見通し（n=371）

過多 過少 過多 過少
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 

 

資金需要DI 資金需要DI

資金需要DI 資金需要DI

4

7

3

24

△ 3

19

2

9

△ 6

△ 5

9

△19

9

1

7

△ 3

29

11

0

△ 2

3

△ 6

△ 7

5

△13

0

2

3

3

13

△ 3

5

2

2

△ 4

5

0

△ 7

7

△ 1

2

0

13

0

0

△ 2

△ 4

△ 4

△ 2

5

△ 7

3

11 不変 82 7

13 81 6

11 81 8

24 76

3 91 6

24 71 5

10 82 8

14 81 5

6 82 12

7 81 12

14 81 5

81 19

16 77 7

9 不変 83 8

14 79 7

8 81 11

29 71

14 83 3

14 72 14

6 86 8

9 85 6

4 86 10

2 89 9

5 95

7 73 20

9 82 9

9 不変 84 7

8 87 5

6 91 3

20 73 7

3 91 6

10 85 5

9 84 7

6 90 4

8 80 12

12 81 7

5 90 5

93 7

19 69 12

7 不変 85 8

9 84 7

6 88 6

20 73 7

6 88 6

10 80 10

6 86 8

3 90 7

2 92 6

7 84 9

14 77 9

7 79 14

13 77 10

2020/1～3見通し（n=377） 2020/4～6見通し（n=373）

2020/1～3見通し（n=361） 2020/4～6見通し（n=359）

増加 減少 増加 減少

増加 減少 増加 減少
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人手不足
売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６８％） ＋２ 非製造業では６回連続で全業種１位。ホテル・旅館業（９４％）で＋１５ポイン
トと、食料品製造業（６９％）で＋１９ポイントと人手不足感が強くなっている。

�人件費増加（４０％） ±０ 製造業（４２％）で３ポイント上昇の３位。、非製造業（３９％）で２ポ
イント低下の２位。食料品製造業（６４％）で１４ポイント上昇。

�諸経費の増加（３５％） △４ 製造業（３１％）で９ポイント低下。非製造業（３７％）で１ポイント低
下。

�原材料価格上昇（３４％） △２ 製造業（４９％）は４ポイント低下。非製造業は横ばい。木材・木製品
製造業（５０％）で１５ポイント上昇。

�売上不振（３２％） ＋５ 鉄鋼・金属製品・機械製造業以外の業種で上昇。

�過当競争（２３％） ±０ ホテル・旅館業（５０％）で１４ポイント上昇。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７５回定例調査（２０１９年１０～１２月期実績、２０２０年１～３月期見通し）
回答期間：２０１９年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６８ ５９ ６９ ６１ ５４ ４８ ７２ ８８ ４７ ５９ ８６ ９４ ６７
（６６）（５０）（５０）（５０）（５４）（４０）（７２）（８８）（５７）（５８）（８０）（７９）（７３）

�人件費増加
② ③ ② ③ ② ② ② ②
４０ ４２ ６４ ２８ ３０ ３８ ３９ ４５ ２６ ４１ ３２ ４４ ４０
（４０）（３９）（４８）（３５）（２６）（５０）（４１）（５１）（３３）（４０）（３７）（４３）（３４）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ③ ③ ② ② ③
３５ ３１ ３６ ３９ ３５ １０ ３７ ３４ ４０ ４１ ４５ ３１ ３３
（３９）（４０）（４５）（４０）（３４）（４０）（３８）（３３）（４３）（３３）（６０）（４３）（３０）

�原材料価格上昇
② ③ ② ② ③ ③

３４ ４９ ５８ ５０ ４６ ３８ ２８ ２２ ３８ ２５ ４１ ４４ １７
（３６）（５３）（６４）（３５）（４９）（５５）（２８）（２４）（３５）（１７）（５０）（４３）（２０）

�売上不振
③ ① ② ②

３２ ３５ ３６ ４４ １９ ５２ ３１ ２２ ４２ ３２ ２３ ５６ ３１
（２７）（２９）（２６）（２５）（２３）（５０）（２７）（１８）（３５）（２７）（１０）（５０）（３４）

�過当競争
③

２３ １３ ６ １１ １４ ２４ ２８ ２０ ３８ ３９ ５ ５０ ２６
（２３）（２０）（１４）（１０）（２３）（３５）（２５）（２２）（３３）（３８）（７）（３６）（１６）

�販売価格低下 ８ １０ ６ １１ １４ １０ ７ ３ １５ ２ ９ １３ ７
（８）（９）（５）（５）（１７）（１０）（８）（１）（５）（２１）（３）（１４）（９）

	設備不足 ７ １４ １７ ６ １１ ２４ ４ ２ ４ ２ ０ １９ ５
（５）（１０）（１２）（１０）（１４）（－）（３）（１）（７）（－）（－）（－）（５）


価格引き下げ要請 ６ ６ ３ １１ ５ １０ ６ ７ ６ ０ ５ ６ １０
（５）（４）（１０）（－）（３）（－）（５）（６）（１２）（－）（３）（７）（２）

�資金調達 ５ ７ １１ ６ ８ ０ ５ ３ ８ ７ ５ ６ ０
（４）（５）（７）（１０）（３）（－）（４）（２）（３）（１０）（３）（－）（２）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ６ ２ ０ ０ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（５）（－）（－）（－）（２）

その他 ４ ４ ０ ０ ５ １０ ５ ７ ６ ２ ５ ０ ２
（３）（５）（２）（１５）（３）（５）（３）（２）（３）（６）（－）（－）（－）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８０ １００．０％
札幌市 １４４ ３７．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７７ ２０．３
道 南 ４２ １１．１ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５４ １４．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６３ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９１ ３８０ ５５．０％
製 造 業 １９３ １１４ ５９．１
食 料 品 ６８ ３７ ５４．４
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３７ ６２．７
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２１ ６０．０
非 製 造 業 ４９８ ２６６ ５３．４
建 設 業 １３９ ８７ ６２．６
卸 売 業 １００ ５３ ５３．０
小 売 業 ９１ ４４ ４８．４
運 輸 業 ５１ ２２ ４３．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １６ ４５．７
その他の非製造業 ８２ ４４ ５３．７

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、業種・業態で濃淡はあるものの、総じて業況は低下に転じました。人手

不足が続くなかで、「受注をこなすことが難しい」、「製造が追いつかない」、「工事量に比べ

労働力が足りない」、「人件費が増加している」など、供給制約やコスト上昇によって、業況

に影響がでてきているとの声が多く聞かれました。以下で、企業から寄せられた生の声を紹

介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜食料品製造業＞ 人手不足が深刻で、年末

の繁忙期の受注をこなすことが難しい状況で

ある。

＜食料品製造業＞ 不採算商品の製造を中止

したことで売上総利益率は改善されたが、利

益額の減少により固定費の捻出ができていな

い。

＜水産加工業＞ 売り上げは増加しているが

原材料価格が上昇しており、利益率が下がっ

ている。製品（個別）の歩留まりを見直し原

価率を抑えていく。

＜木製品製造業＞ 人件費増加に伴い、人件

費の安い海外へ発注をしている。海外発注は

製品仕上がりまでの時間がかかり売上は減少

している。

＜製材業＞ 単価の上昇により売上は増加し

てきているが、諸経費も増加しているため利

益の増加にはつながらない。また、工場従業

員の人件費などの増加分は、まだ単価に反映

されていないことから、今後はさらに利益が

低下すると見込まれる。

＜製材業＞ バイオマスの原材料での売上は

増えたが、単価が下がり利益率は低下してい

る。また、運送コストの上昇がさらに利益を

圧迫している。

＜金属製品製造業＞ 受注量は増加している

が、社員の残業時間にも限度があり製造が追

いついていない。求人をしても応募がなく厳

しい状況が続いている。

＜金属製品製造業＞ 受注生産が主体である

が、単価が下がり、原材料が上昇したため利

益が減少している。新年度も人件費、諸経

費、原材料の上昇が予想され生産効率を上げ

ていかなければならない。

経営のポイント

人手不足が続くなかで業況に影響
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜プラスチック製品製造業＞ 消費税増税後

の元受先の受注量減少を危惧していたが影響

はなく、前年と売上・利益ともほぼ同水準で

推移した。しかし、景気動向で設備投資意欲

が増減する業界が多く、売上が左右される。

若手社員の早期戦力化を実現させ、生産能力

向上から受注枠拡大へつなげたい。

＜窯業・土石製品製造業＞ 当地区の公共工

事減少のため売り上げは減少している。ま

た、従業員の高齢化が課題である。若い人材

を確保したいが厳しい。

＜建設業＞ 工事量に比べ、労働力、技術者

が不足している。求人活動をしてもほとんど

反応がない。

＜建設業＞ 公共工事や民間工事の受注は好

調で、例年より売上げは多く利益も上回る予

定。来年度の受注に向けて営業活動も行って

おり、例年を上回る受注を見込んでいる。

＜建設業＞ 人手不足に伴う人件費増加は企

業利益に直結するものであり、いかに効率よ

く人を動かすかを考え経営努力をしていく。

＜設備工事業＞ 官公庁を中心とする受注の

増加により売上・利益は増加している。ま

た、来年度までの売り上げ確保を見込んでい

る。一方、下請業者や自社内の人手不足が慢

性的に続くなかで、人件費の上昇が続いてい

る。人員確保のための交渉力、競争力が課題

となっている。

＜電気通信工事業＞ 通信建設業界は、５G

設備工事の本格化や新規参入キャリアの基地

局の設備やオリパラ対応WIFI設備工事の追

い込みなどがあり、売上の増加が見込まれ

る。５G設備は小規模で大量の工事のため採

算の低減が予想される。工事工程の効率化や

協力会社の施工体制整備で対応していく必要

がある。

＜解体工事業＞ 業界全体が人手不足であ

り、賃金上昇により外注コストも上昇し、利

益が圧迫されている。自社の業務行程の見直

し及びIT技術の活用による効率化を推進し、

利益率の向上を図る。

＜食料品卸売業＞ 水産物・青果ともに気候

変動、自然災害の影響を受けて調達環境が目

まぐるしく変化している。変化に対応できる

ように情報を収集していく。また、在庫調整

を進め、適正な利益を確保できるよう進めた

い。

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

＜観光物産品卸売業＞ 昨年は震災により売

り上げが減少したが、今年は震災もなく売り

上げは順調に推移している。

＜建材卸売業＞ 売上は増加しているが、利

益率の低下が目立つ。要因は原価上昇を単価

に反映していないためであるが、業界として

元受けが強く、値上げができない状況となっ

ている。

＜機械器具卸売業＞ 大口契約がまとまり売

上が大幅に増加したものの、経費も上昇して

いるため利益率は低迷している。協力会社人

件費と運送代上昇が著しい。また、人手不足

のため工程や段取りを組むのに苦慮してい

る。

＜その他卸売業＞ 売上・利益ともに増加し

ているが、働き方改革による社内環境の改善

などに苦慮している。良い商材に恵まれてい

るが、人手不足が課題である。

＜紙・紙製品卸売業＞ 運賃等諸経費の増加

が収益に影響を与えている。販売先の自然災

害の被害により若干売上面で影響あり。

＜包装資材卸売業＞ 予想以上の駆け込み需

要があったが、反動減も大きかった。

＜燃料小売業＞ イカ漁の不振が地域社会へ

影響してきている。特に水産業、運輸業への

燃料販売ではかなりの影響がでている。

＜燃料小売業＞ 石油製品は、同業他社との

競争により価格が乱高下しており、利益率は

伸び悩んでいる。これから灯油の需要期を迎

えるので、天気や気温の動向が気になる。

LPガスの売上は前年同期比若干下回ってい

るが、原価率の低下から利益率は上昇してい

る。会社全体では人件費を主体とした経費の

増加により利益は低下している。また、部門

によっては人手不足の状況が続いている。

＜衣服・身の回り品小売業＞ 消費税増税に

よる売上の減少を見込んでいたが、想定した

ほどの影響はなかった。逆に冬物の需要期に

入ってからは堅調である。当社の施策に加え

て、競合する最大手のメディア戦略による商

品への注目度の上昇が、当社にも好影響を与

えていると思われる。今後は新規出店数を抑

え、売場改変や品揃えの充実、効果的な広告

などで既存店の売上向上を図っていく。

＜一般貨物運送業＞ 人手不足のなかで、働

き方改革などの実施により売上げは減少して

いる。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年２月号
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９．宿泊業

１０．その他非製造業＜一般貨物運送業＞ 恒常的な人手不足によ

り売上げに影響が出ている。また、働き方改

革による時間外労働、労働時間の制限が輸送

体制に大きな影響を与えている。

＜港湾運送業＞ 秋季の繁忙期に本州地区で

の台風、豪雨災害の影響を受けJR貨物輸送

が大幅に落ち込んだ。

＜ホテル・旅館業＞ 昨年の復興割の反動減

で苦戦している。さらに、日韓関係悪化によ

り韓国人インバウンドも減少している。イン

バウンドについては台湾、香港、中国、タイ

へのセールスを強化する。

＜ソフトウェア開発業＞ 売上増加となって

いるが、人手不足から外注が増加。また、人

件費を含む諸経費、設備投資（社内システム

の見直しなど）の増加もあり、売上原価と一

般販売管理費ともに増加となっているため、

利益率は低下している。

＜その他技術サービス業＞ 国の発注工事に

ついては、積算価格の上昇により単価・工事

価格とも増加した。外注費の支出増加もある

が、増収増益で推移している。

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

情報革命やネットワーク時代を予見

／常に進化を遂げる企業体を目指す

平成１２年に会社設立。賃貸マンションやアパート等におけるインターネット無料サービス提供の

先駆け的な存在で、住宅や店舗などでのインターネット環境や、自治体、商店街、観光地、バス車

内等でのWi-Fi環境の整備などを手掛けるWi-Fiの独立系ソリューション企業。今回は、ICT時代を

支える同社の取組や経営哲学、新しい通信サービスなどについて社長にお伺いしました。

いのまた まさのり

代表取締役社長 猪又 將哲 氏

愛知県小牧市出身。

北海道大学経済学部を卒業後、損保会社勤務を経

て通信業界に進出。マンションインターネット、

Wi-Fi事業などを手掛ける。同社は東証１部上

場、札証に重複上場しており、２０１７年には経済産

業省の「はばたく中小企業・小規模事業者３００社」

に選定されている。

会社概要
企業名：株式会社 ファイバーゲート

住 所：札幌市中央区南１条西８丁目１０‐３

ＴＥＬ：０１１‐２０４‐６１２１

E-mail：info@fibergate.co.jp

設立：平成１２年９月

事業内容：Wi-Fiソリューションの総合サー

ビス企業として各種通信サービス事業を展開

＊レジデンスWi-Fi事業、フリーWi-Fi事業、法人

ネットワーク事業、Wi-Fiプロダクト事業

従業員数：１７４名／令和元年６月３０日現在

（同社所属アルバイト及び関連会社役員を含む、取締役及び監査役は除く）

資本金：４４８，６６５，３００円

―最初に、法人設立の経緯などについてお聞かせ

下さい―

社長：大学生の時は経済学を勉強しており、金融

分野や情報分野に関心を持っていましたが、丁度

その頃にアルビン・トフラーの「第三の波」（１）と

いう未来予測に関する本に出会いました。今で言

えばCPU（２）とネットワークで高度情報革命が起こ

るというようなことが書いてあり、これは非常に

面白いと考えていました。大学卒業後は東京の損

保会社に就職しましたが、札幌への転勤を機に、

やはりこれからの時代は情報と考え、情報通信関

連の仕事をはじめました。

最初はパソコン教室などを主宰し、次は通信

キャリア等の代理店を営んでいましたが、２００３年

１２月から本格的な活動を開始します。企業のネッ

トワーク構築とWebによるブロードバンド回線販

売を主業とし、翌年には集合住宅向けインター

ネット無料サービス事業を展開しています。当時

は、まだ光ファイバーがあまり普及しておらず、

分譲マンション等ではブロードバンド化の話が

あったものの、賃貸マンション・アパートではそ

の発想がありませんでした。「何で大家の私が、住

宅利用者の方のインターネット代を払うのです

か？」という感じでした。

一方、住宅等の賃貸業界ではリート（３）が登場

し、不動産業界が盛り上がりを見せ始めた時期で

道内企業訪問

トップに聞く⑫ 株式会社 ファイバーゲート
代表取締役社長 猪又 將哲 氏

（１）アルビン・トフラー「第三の波」とは、アメリカの未来学者の著書で、第一の波（農業革命）、第二の
波（産業革命）に続く、第三の波（脱工業化社会）として情報化時代、情報革命などに言及している。

（２）CPUとは、コンピュータの中でデータの演算処理を行う装置のこと。
（３）リートとは、投資家から集めた資金で不動産投資を行い、賃貸料収入や売却益を投資者に配当する商品

のこと。
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

ニッチでトップシェアを狙う

／ビジネス上の“ありがとう”を集めたい

もありました。しかし相当の空き室もあり、その

対応が求められていました。対策としては賃貸料

の引下げやリフォーム等がありますが、私は、居

住者に対するソフト面のサービス充実という新た

な視点に立ち、ネット無料サービスの提供をご提

案させて頂き、その普及により当社の事業を軌道

に乗せることができました。

―情報通信技術等が進化する中、事業変遷やター

ニングポイントについてお伺いします―

社長：当社の流れを一言で言うと、常にステージ

を変化させて、進化してきたということです。ま

ず、先ほどお話した代理店からマンション無料イ

ンターネットサービスの提供へと移行したことが

あります。そこでは代理店と言うフロービジネス

から、設備投資や資金調達が必要なストックビジ

ネスに転換しています。

次に、Wi-Fi事業（４）を展開しますが、その際に

は独自に部屋内壁埋め込み型のWi-Fiアクセスポ

イントを開発し、内製化ということで子会社を

作って製造するなど、製造メーカーへの脱皮を

図っています。

その次のステージは、全てのサービスをワンス

トップにして、さらに垂直統合型とし、一気通貫

のサービスを提供できるようにしたことです。そ

うすると会社の内部組織を全く別な形に変えなけ

ればなりません。

☆ ㈱ファイバーゲートのビジネスフロー

具体的には通信機器開発からWi-Fi環境の構

築・運用、お客様サポート、コンテンツサービス

の提供までを内製化して、垂直統合型の体制を構

築したということです。

現在は、東証第１部に上場するとともに、札証

本則市場に重複上場し、更なる進化を目指してい

るところです。その一環として、ホームIoT事業

を展開することといたしました。

☆ 新商品「FG HomeIoT」

＊ 左側が「FG SmartSensor」、この機器には温湿
度、照度、騒音、CO２、人感等のセンサー、さ
らにはWi-Fi、Bluetooth（５）、赤外線といった通信
機能が搭載されている。専用のスマホアプリに
より、外出先から室内の温度・湿度や明るさを
確認し、電化製品の制御の指示ができます。

＊ 右側が「FG Lock」でFG SmartSensorを介して、
ドアの施錠や解錠を行うことのできるスマート
ロック機器です。専用のスマホアプリによっ
て、施錠や解錠を指示できます。

―会社経営や事業展開などでの特徴や、重視され

ていることについてお聞かせください―

社長：経営面では、「ビジネスモデル」というこ

とを非常に重視しています。ただ、私の考えるビ

ジネスモデルは一般的に良く言われる“差別化”

などとは異なります。色々な事業アイデアだけで

はなく、人やガバナンスの問題など、もっと広く

（４）Wi-Fi事業とは、公衆無線LANの一種で、Wi-Fi対応のPCやスマホを持っていれば無料で利用できるイン
ターネット接続サービスのこと。

（５）Bluetooth（ブルートゥース）とは、デジタル機器用の近距離無線通信規格の１つであり、数mから数十
m程度の距離の情報機器間で電波を使って情報のやりとりを行うのに使用されるもの。
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道内企業訪問

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

て細かなことまで含め、全ての観点から検討した

事業化のことを言います。

その中で、大切にしているコンセプトが“ニッ

チ”です。多くの方は事業を進めていく中で多角

化など、とかく広げていこうと考えますが、私は

逆に狭めていくことを考え、ニッチマーケットと

トップシェアということを重視しています。基本

的に仕事も当社でなければだめ、出来ないという

ものしかお引き受けしません。

そこは、当社としての“こだわり”です。経営

戦略で「ランチェスター戦略」（６）というものがあ

りますが、簡単に言うと「ニッチ」と「差別化」

ではないかと理解しています。

当社の事業内容は解りづらい面があるのです

が、理解して頂くと「とても面白いビジネスを展

開しているね。」とおっしゃってくださる、お客

様や投資家の方がいらっしゃいます。

☆ ㈱ファイバーゲートのビジネスモデル

また、当社の経営理念として「お客様の事業に

貢献することでビジネス上の“ありがとう”を集

めよう」というものがありますが、その意味合い

は、お客様の本業に貢献しなくてはいけないとい

うことです。例えば、賃貸マンション等でフリー

Wi-Fiを設置していますが、設置しても入居率が

向上しなければ、オーナー様からは“ありがと

う”とは言ってもらえません。だから、お客様の

本業にどう貢献するのかということを真剣に考え

なくてはなりませんし、アクションを起こさなけ

ればならないと思うのです。こうした事はBtoB（７）

ビジネスを行う上では必須であると考えており、

私を含め当社社員は、お客様のお悩み解決マンの

“黒子”に徹しなければだめだということです。

☆ 経営理念「ありがとう」を集める。

私たちは良識を守ります

私たちは社会に貢献します

私たちは正々堂々と利益を追求します

私たちは感謝の気持ちを忘れません

私たちは幸せになります

それと、「先義後利」ということも大切にして

います。これは損をして得を得るということであ

ると思っていらっしゃる方もいると思いますが、

そうではなく、嘘や誤解のない正直な仕事をし

て、胸を張って利益を上げようということです。

営業分野では、口八丁手八丁という重要なスキル

もありますが、お客様に誤解を与えたりして利益

を得るようなことは通用しないネットの時代で

す。

ビジネスモデルでも、誰かを幸せにする、地域

や社会に貢献するのだという大義を持って、胸を

張って取り組むことが大事なのではないでしょう

か。

一方、ビジネスモデルや会社というものは、非

常に脆いものです。特に、中小企業は脆いと考え

ています。そういう意味で、私はトヨタ自動車の

豊田章男社長様は本当に素晴らしい経営者だと尊

（６）ランチェスター戦略とは、イギリスのフレデリック・W・ランチェスターが戦争における戦闘員の減少
度合いを数理モデルに基づき記述した法則をビジネス戦略に活用したもの。「弱者の戦略」と「強者の戦
略」があり、「弱者の戦略」においては、一つの特殊な分野に特化すること（差別化戦略）で、大手企
業の隙を突くニッチ市場で伸し上がることができるとされている。

（７）BtoBとは、「B」とは「Business」のことで「企業」の略。BtoBは企業どうしの取引を指します。商品を
販売する側も、購入する側も企業という企業間取引のこと。
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道内企業訪問

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

仕事で大切なことは、「誠実さ・素直さ」

／人材育成の一番の先生は、お客様や社会

敬しています。世界に冠たる企業の経営者とし

て、自動車製造事業にものすごい危機感と当事者

意識を持っていらっしゃる。経営者には、そうい

う危機感や当事者意識というものが必要ではない

かと常々考えています。

―人材不足が叫ばれる中、人材確保や育成にどの

ように取り組んでいるのか、お伺いします―

社長：人材面では新卒者に限らず、老若男女のい

ずれでも「誠実・素直」ということが、一番大切

だと考えています。私も、面接等で数千人の方と

お話をさせて頂いていますが、３０分程度の面接時

間で判ることは、自分の言葉で話をしているかど

うかということや、素直そうかどうかという程度

です。

会社に入った新人の皆さんには、スポンジみた

いに様々なことを吸収して頂きたいのですが、そ

れには誠実さや素直さということが非常に重要に

なってくるのです。これは、社長でも役職員でも

同じことで、誠実・素直でなければ伸びて行かな

いのではないかと考えています。

☆ データで見る ㈱ファイバーゲート

人材育成では社内研修なども行っていますが、

できるだけ早く権限を持った仕事をさせていくと

いうことが重要と考えています。失敗することも

多いのですが、お客様が多くのことを教えてくれ

るからです。人を育てる一番の先生は、お客様や

社会と言うことです。

☆ 新卒入社社員 OJT研修の様子

実は、最近非常に驚いたことがありました。ゴ

ルフでご一緒させて頂いた他社の入社４年目の女

性の方ですが、その会社のこと、業界のことにつ

いて非常に熟知しているのです。営業という仕事

柄、経営者の方とお会いする機会が多いとのこと

でしたが、社内研修などではなく、本人の勉強は

もとより、先輩や同僚などと議論する中で培われ

ていることが滲み出ていて、本当に感心しまし

た。

―北海道では若い世代の方の道外流出が課題と

なっていますが、どのようにお考えですか―

社長：北海道は土地も広く、資源も豊富で素晴ら

しいのですが、一つ悪いところがあると考えてい

ます。それは、「北海道では何となく食べていけ

る。」ということです。北海道と本州の企業のバ

ランスシートを比較すると、道内企業の内部留保

がとても少ないのです。しかし、北海道では食べ

ていける状況というものがあって、これがチャレ

ンジング・スピリットを無くしている原因ではな

いかと思っています。ですから、若い人が北海道

に魅力を感じなく、首都圏等へ流出しているので

はないかと思うのです。

残念な話となりますが、例えば、日本人で初め

てスペースシャトルに乗ったのは余市町出身の毛

ｏ．２８３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２４　道内企業訪問  2020.01.17 18.20.07  Page 22 



道内企業訪問

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

大切なことは地元愛、独立独歩

／経営者の重要な役割は「集めること」

利衛さんです。でも、今、宇宙ロケットの開発を

しているのは、堀江さんや稲川さんなど道外の

方々です。なぜ当時、毛利さんを中心にロケット

や宇宙開発事業に着手しなかったのでしょうか。

また、福岡などに比べて、札幌や北海道の方は

「自我意識」（８）が薄いのではないかと感じていま

す。博多の企業が東証マザーズ等に上場する場合

には、必ず地元の福岡証券取引所のQ-Board

（キューボード）（９）に重複上場します。非常にア

ンビシャスであるとともに、地元を愛しているわ

けです。また、地元上場をしないと、福証を何と

心得る、ふざけるなと言うことで、村八分になっ

たりするくらい皆さんの地元愛が強いのです。そ

ういう意識が北海道では、意外に薄いのではない

かと思っています。地域をもっと盛り上げようと

いう話では、不動産投資で福岡リートというもの

があります。九州や沖縄県、山口県のお洒落な商

業用施設やオフィスビル等の運用で成功しており

ますが、札幌でも同様の話がありましたが、未だ

実現していません。

☆ 札幌証券取引所への重複上場（２０１９．７．２４）

北海道は、何となく仲間内で食べていけるか

ら、自分たちで独立独歩して食べていこうという

気概が足りなく、ベンチャー精神もなかなか育た

ない、それがビジネス上の魅力ダウンにつながっ

ているのではないかと感じています。

―道内のIT・ものづくり企業等の発展に向けた

メッセージについて、お伺いします―

社長：北海道の経営者等にとって必要なことは、

まず、今お話をしたような地元愛や独立独歩と

いった気概を持って事に臨もうと言うことではな

いでしょうか。特に、次の時代を担うJC（日本

青年会議所）などの若い世代の皆様には。それと

様々な事業展開、取組に当たってのスピード感が

あまりないと言うことです。それは企業側だけで

はなく、企業を取り巻く行政や金融機関、各種団

体等も同様ではないかと考えています。

世の中の様々な動きが非常に早くなっており、

しかもグローバルに動いています。最近では、

ICTやIoT、AIなど、情報通信等に関する話題が

非常に多くなってきています。専門的なことが多

くて解りづらい話ですが、こうした動きにしっか

りとキャッチアップして支援やお金を企業に回し

ていくことも、北海道の未来にとって非常に大切

なことではないかと感じています。また、これら

に関する勉強では、本を読むなどの自己努力だけ

ではあまり効率が良くなく、手っ取り早く良く

知っている方にお話を伺うのが、素早く自分のも

のに吸収できるのではないかと思います。

また、感覚的な話となりますが、経営者にとっ

ては「集める」ということが大切ではないかと考

えています。経営者の方はどちらかというと「儲

ける」ということから始めてしまいますが、様々

な情報や知識、人材、資材等を集めて、色々な角

度から熟考し、付加価値を付けて商品やサービス

として提供することで、稼げるのではないかと考

えています。ですから、自戒を含め、経営者の皆

さんにとっては、アンテナを高くして、幅広い観

点・分野から様々なものを「集める」ということ

（８）自我意識とは、自分が自分（他者や外界から区別した自己の存在）であるという意識のことで、自我意
識がしっかりとしている人は、客観的に物事を見たり、考えたりすることができるとされている。

（９）Q-Board（キューボード）とは、福岡証券取引所が２０００年３月にベンチャー企業向けの新興市場として
創設したもので、マザーズやジャスダックと比較して緩やかな上場基準を設けている。

ｏ．２８３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２４　道内企業訪問  2020.01.20 13.46.52  Page 23 



道内企業訪問

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

全ての通信のゲートウエイを目指す

／北海道の活性化には政行民の融合が必要

が非常に重要になってくるのではないかと思うの

です。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

社長：会社の将来像と言うことですが、持続的に

当社の企業価値を高めていくことに尽きると考え

ています。様々な環境変化の中で、当社にしか出

来ないサービスの追求、進化ということです。

今年の９月には、当社の新しい中長期的なビ

ジョンとして“Alternative Carrier”（オルタナティ

ブ・キャリア）を打ち出しています。

☆ Alternative Carrierの概念図

当社ではWi-Fi事業という近距離通信を中心に

事業に取り組んで来ましたが、今回、短距離通信

も含めたホームIoT事業への参入を果たしまし

た。一方、今後は５G（１１）に代表されるモバイル通

信（１２）などの長距離通信や、衛星通信といった超長

距離通信の活用が期待されます。

そういう中で当社が、全ての通信について、い

つでもどこでも、端末にWi-Fiが繋がっている世

界を提供する。全ての通信のゲートウエイを目指

し、大手通信会社と共存しながら一気通貫型の

キャリアになって行こうと言う戦略で、その実現

に向けて着実に進化してまいりたい。

また、まだ明確なものではありませんが、事業

の海外への展開、アセアン諸国のどこかに事業進

出ができればと考えています。

一方、私自身の夢は、ライフワークとして北海

道を良くしたい、活性化させたいということで

す。そのためには、私自身がもっと勉強をしなけ

ればならないと思っており、異業種交流会という

か政策研究会というものを立ち上げたいと考えて

います。北海道を元気にするためには、政治だけ

でも、行政だけでも、民間だけでも出来ない訳

で、その融合が必要です。政治や行政は民間の声

を大切にしますが、民間の側は政治や行政の仕組

みをあまり良く理解していないのではないかと感

じています。既存の経済団体とは異なる、より効

率的な融合体というものを模索し、三位一体で北

海道の活性化に貢献できれば幸いです。北海道は

可能性のある素晴らしい地域ですから。

☆ ３３rd ビジネスEXPOへの出展

（２０１９．１１．７～８、札幌市内）

（田邊 隆久）

（１０）MVNO（仮想移動体通信事業者）とは、携帯電話会社の回線を借りて独自のサービスを提供する事業者
のこと。

（１１）５Gとは、「５th Generation」の略。「第５世代移動通信システム」と呼ばれ、携帯電話やスマホなどの通
信に用いられる次世代通信規格のことであり、より高速なモバイル通信を実現するとされている。

（１２）モバイル通信とは、携帯電話会社が提供する回線でインターネット通信をすること。

ｏ．２８３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２４　道内企業訪問  2020.01.20 13.46.52  Page 24 



― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

経済コラム 北斗星

気候変動と石炭火力発電
昨年９月の国連「気候変動サミット」に続き、１２月にはマドリードで第２５回気候変動枠組

条約締約国会議（COP２５）が開催された。COP２５に於いては、温室効果ガスの各国の削減目

標の積み上げ交渉が会期を延長して行われたが、結局、合意が得られないまま閉会となっ

た。この間、石炭火力発電への依存度の高い我が国の対応が注目されたが、会議に出席した

小泉環境相は、結局、新しい温暖化ガス削減目標（現在の日本の削減目標は、２０３０年度まで

に２０１３年度比２６％削減）を示すことが出来なかった。新聞報道によれば、事前の各省間の調

整が整わなかったためといわれている。先進国においては、ヨーロッパ各国が石炭火力発電

を完全に廃止する具体的な目標年度を公表している（例えばフランス２０２１年、英国２０２５年ま

で）のと極めて対照的かつ消極的スタンスと受け止められた。このため、日本は、世界の環

境団体を構成員とする「気候変動ネットワーク」から、地球温暖化対策に消極的な国に対し

て贈られる不名誉な「化石賞」を贈られる羽目となった。

地球温暖化の脅威が叫ばれて久しい。これまでにも、北極海の結氷面積の減少、陸地・海

水の平均温度の上昇など様々な事象が報告されてきた。北海道でも、北海道産米の品質向

上、ワイン造りの適地拡大、ブリなど南の魚が北海道近海で獲れるようになってきたこと

等々、地球温暖化の影響と思われる現象に気づかされることがあった。地球温暖化は、地域

によってプラス・マイナスの影響は様々であろう。しかし、地球温暖化のマイナスの影響

が、我々の生活の身の回りで昨年ほどはっきり感じられた年はなかったと思われる。即ち、

台風１９号をはじめとする強力な風雨による災害は、正に想定外の被害をもたらした。こうし

た異常気象の背景として地球温暖化の影響が指摘されている。我が国ばかりではない。米国

やオーストラリアの深刻な森林火災も甚大な被害をもたらしている。とくにオーストラリア

では、記録的な高温や干ばつで既に北海道の面積を超える森林が消失したという。森林火災

は住宅地を破壊し死者も出ているが、そればかりではない。絶滅危倶種のコアラが２万５千

匹以上も犠牲になったとの報道もある（１月１日付日経）。地球温暖化の危機は、今、正に

「目の前の危機」となっている。

地球温暖化の背景は、我々の経済活動によって排出されるCO２をはじめとする温室効果ガ

スによるところが大きい。経済活動との関係では、CO２の排出量の多い石炭火力発電に関す

る関心が高まっている。世界的にESG（環境・社会・企業統治）を重視する動きが高まる中

で、投資会社や保険会社に於いては石炭火力発電を行う事業に対して取引を差し控える動き

が出てきた。間接金融の面でも、石炭火力発電事業に対する銀行融資の抑制を表明するメガ

バンクの動きが報道されている（１月１０日付日経）。ところで、我が国全体の石炭火力発電

への依存度は約３０％であるが、北海道電力の依存度は５０％強といわれている。そのエネル

ギー供給面での脆弱性は、平成３０年９月の「胆振東部地震」で大きくクローズアップされ

た。気候変動への対応は、既に民間の一企業で対応できる問題ではないことを如実に物語っ

ている。 （令和２年１月１２日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２８３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５　　　　　経済コラム　北斗星４５  2020.01.16 16.53.03  Page 25 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 ９９．７ △２．４ ９９．８ △０．８ ９９．７ △０．９ ９９．６ △１．０ ９２．６ △４．７ ９５．２ ０．２
２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年７～９月 ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ １０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ １０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ １０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
４～６月 ９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ ９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ １０５．７ △０．４ １０４．７ ０．９
７～９月 ９３．１ △２．８ １０２．５ △０．５ ９２．５ △３．０ １０２．１ △０．１ １０７．９ ２．１ １０２．９ △１．７

２０１８年 １１月 ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ １０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ １０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ １０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ １０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ １０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ １０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ １０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 ９４．６ △２．７ １０１．４ △３．３ ９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ １０５．７ １．１ １０４．７ ０．４
７月 ９３．９ △０．７ １０２．７ １．３ ９３．７ △１．４ １０２．５ ２．７ １０７．１ １．３ １０４．５ △０．２
８月 ９３．０ △１．０ １０１．５ △１．２ ９２．２ △１．６ １０１．２ △１．３ １０２．５ △４．３ １０４．４ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０３．２ １．７ ９１．５ △０．８ １０２．７ １．５ １０７．９ ５．３ １０２．９ △１．４
１０月 r ９０．０ △２．６ ９８．６ △４．５ r ９１．２ △０．３ ９８．１ △４．５ r１０５．５ △２．２ １０４．２ １．３
１１月 p９２．１ ２．３ ９７．６ △１．０ p９１．７ ０．５ ９６．４ △１．７ p１０６．０ ０．５ １０３．３ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０ △１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３ △０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４ △０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１ △１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２ △０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８４７ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６０１ ５．９ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３

２０１８年 １１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７ △１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５ △０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５ △０．５ １６，３２２ △３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５ △１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５ △０．７ １５，３５４ △１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１ △０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７ △０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０ △３．２ １６，２４２ △４．５ １５，９０９ △５．２ ５，４１２ △３．７ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８８９ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７４ １．３ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７１６ １０．４ １７，４３１ ２６．５ ５，６１５ ２２．１ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２９８ △６．２ １４，５７７ △８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６５ △１７．３ ５８，３９２ △４．１ １０，３１２ △３．７
１１月 ７８，２２１ △２．２ １６，１０９ △２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４４８ △５．９ ６１，７４４ △１．０ １０，６６０ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号

ｏ．２８３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2020.01.20 17.19.14  Page 26 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４ △０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，２９９ １６．７ ７２，３５１ ６．９ １７，８２５ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６

２０１８年 １１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１ △１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７ △１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０
７月 １２，３４５ △４．３ ４，０３７ △１０．６ ２３，２６２ ４．２ ５，７７３ １．８ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１０８ １７．４ ２４，２５９ ４．７ ５，７８７ ６．５ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，２６５ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１ △１８．６ ２，６５９ △１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，３２３ ０．０ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９ △７．８ ３，１８５ △５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，３７１ ３．３ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０

２０１８年 １１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０ △１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３ △０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ p １０９ △４．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７

２０１８年 １１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５

２０１８年 １１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３

２０１８年 １１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ― ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ― ２．２

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６

２０１８年 １１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０１９年１０～１２月期実績、２０２０年１～３月期見通し）

●トップに聞く⑫
株式会社 ファイバーゲート
代表取締役社長 猪又 將哲 氏

●経済コラム 北斗星
気候変動と石炭火力発電
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